
C ONTENTS

 1 くがにくとぅば［黄金言葉］ vol.220
  沖縄をエンターテインメント総合ハブに
	 	 沖縄ラフ＆ピース専門学校　校長　竹田　和夫

	 5 地域リレーションシップ情報 213
  沖縄総合事務局経済産業部の最近の取組について
  消費税のインボイス制度開始に向けた準備について
 8 おきぎんマーケティングレポート
  おきぎん賃料動向ネットワーク調査（2021年）
 20 沖縄県内市町村における住宅着工の動向分析
 34 けいざい風水

 36 おきぎんカトレアクラブ通信

 38 県内景況・確報
	 	 2022年４月の県内景況

 46 国内景気動向

 48 沖縄マーケティング情報
	 	 ①沖縄県内の事業所数・従業者数・人口・世帯数
	 	 ②世界の中の沖縄（年次）
	 	 ③グラフでみる沖縄経済
	 	 ④数値でみる沖縄県・全国の経済動向（月次）

 68 経済社会のできごと（沖縄、国内・海外）
	 	 2022年５月

おきぎん調査月報

20227No.574

表紙写真／パイナップル

u227404
長方形

u227404
タイプライターテキスト
ご覧になれます

u227404
長方形

u227404
長方形

u227404
長方形



沖縄に専門学校を設立した理由

もともと吉本興業には学校を作る事業を取り
扱う部門があります。NSCなどはダウンタウン
が１期生だったりして聞いたことがある方もい
るかもしれません。そこは裏方さんの仕事で
あったり、スタッフさん、作家さんなどお笑い
の周辺になるエンターテインメントの部分を教
えようというスクール事業でした。
しかし、その中で沖縄だけが唯一違って、文
科省に学校法人の認可を受けています。何故か
というと、沖縄県がエンターテインメント総合
ハブに一番適している地域だと考えているから
です。吉本興業は国内に留まらず、海外へもエ
ンタメを発信していて、アジア諸国に最も近い
沖縄が拠点として適しています。

もう一つの理由として、ご存知かとは思いま
すが、2009年から映画祭を開催しております。
その中で映画祭として集客イベントが出来るの
であれば、会社としての収支は別にして、経済
活動として産業化出来るのではないか、産業化
出来るのならば、それを作る人、演じる人は沖
縄から送り出す必要があるだろうというもので

す。そして、その人材を育成する学校が必要だ
ろうという流れです。映画祭も県外でのPRな
どを除けば、ほとんど沖縄の企業と一緒にやっ
ています。そうしなければ沖縄でやる意味がな
いと思っています。
これは、会長（※吉本興業ホールディングス

代表取締役会長：大﨑 洋氏）の沖縄愛にも裏打
ちされています。第100回まで続ける構想です。

どんな学校で、何を学ぶのか

現在は前年度から開始した高等課程の生徒も
含めて総勢128名の生徒がここで学んでいます。
学科については、パフォーミングアーツ学科

とクリエイティブ学科がありましてその中に細
分化されたコースがあります。学科は２つで変
わらないのですが、コースは受験生や在校生の
ニーズに合わせて毎年増減しています。最初は
固定されていたのですが、ここで学ぶうちに生
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言葉

今回は、エンターテインメント分野を総合的に学ぶことができる県内唯一の学校であり、国内外
へ広くエンターテインメントを発信する吉本興業グループの専門学校である学校法人 沖縄ラフ＆
ピース専門学校の竹田校長に沖縄での設立の経緯や人材育成などについてお話を伺いました。

沖縄をエンターテインメント総合ハブに

沖縄ラフ＆ピース専門学校
校長　竹田　和夫



徒たちから細分化して深く学びたいというニー
ズが出てくるようになりました。その場合、
コースという形にしないと講師も呼べず、専門
的なサポート体制を作ってあげられないのでこ
のような形をとっています。

本校は「やりたいことを、とことんやりたい
だけやる」をモットーにしています。そのため
に提供できるものはコースや講師、機材など全
て提供しています。そしてそれを基に成長し、
いつか職業になってくれればいいですよね。
講師も基本プロしか呼びません。その中でも
一流の人を呼んでいます。特に、実技系の分野
は、生徒たちが“こうなりたいな”と思えるレベ
ルの高い人でないとダメだと思っています。

生徒たちの活躍や進路について

卒業後については、途中で目指すものが変わ
る子もいますが、基本的にはもともと目指して
きた道に進んでいく学生が多いですね。当然、
就職活動なのですべてがうまくいくわけではな
いです。ただ、本校は入試がないのが特徴で、
もともと高い技術を持った学生はほとんどいま
せん。皆専門的な技能はほとんどゼロで入って

きます。そのような生徒たちがゼロから２年で
大きく成長した伸び代を見ているので、内心
「採用した方がお得なのに（笑）」と思っています。
伸びるという点では、ここには様々なチャン

スがあります。先ほどの講師陣もそうですが、
特に最近は、映画や演劇をはじめとする様々な
キャスト募集が多く来ます。また、クリエイ
ティブ系でも生徒の希望があればインターン
シップ的にいろいろな現場に行かせることがで
きますし、このような他ではできない経験は本
校ならではだと思います。そこでの繋がりが将
来的に就職に活かされることも多々あります。

“居場所”としての学校

本校の一階は学校食堂なのですが、営業許可
も取り、地域の子供たちをはじめとする一般の
方々にも開放しています。そこで社会福祉協議
会などから提供していただいた食材で料理を
作って、足を運んでくれる子供たちに食べても
らうなど子ども食堂的な活動もしています。最
近はコロナの影響で難しいですが、コロナ前は
地域の子供たちも交えて、ここで発表会やクリ
スマス会などのイベントをしていました。会長
のイメージとしては一階の子供食堂の上に専門
学校が乗っているという感じのようです。

ここは学校ですが、“居場所”でもありたいと
思っています。地域の子供たちに足を運んでも
らうこともそうですが、人材育成についてもそ
うです。どのように生徒を育てるかとかどのよ
うに学校が儲かるかなどではなく、エンターテ
インメントを土壌にして子供たちが育っていく
居場所を作りたいという想いが基本です。将来
的にエンターテインメントを職業として見てく
れたら一番嬉しいですね。
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昨年度から開校している高等課程も根本にあ
る想いは同じです。中学を卒業して、高校に行
けない、あるいは、行きたくない、でも、芸事
や好きなことならちょっと頑張ることができる
かもしれない。そのような想いを持っている子
たちに来てほしいと思っています。

今後の展開について

吉本興業グループは自社でBS放送局を持っ
ていて、様々な番組を発信しているのですが、
それを発展させて日本製の動画プラットフォー
ムを作りたいと考えています。今あるNetflix
などの動画プラットフォームはほぼ外国製で、
日本のいろいろな動画を自由に配信ベースに乗
せることが出来ません。
吉本興業グループは、地域創生みたいな事業
が好きで、47都道府県や一部海外に吉本興業所
属の芸人が住んでいて、各地域に根差したタレ
ント活動をしています。将来的には、彼らが自
社プラットフォームを通して地域の魅力を発信
する、それが全国で行われて、日本中が盛り上
がる。そのような姿を目指しています。
そして、沖縄はその中心になることは間違い
ないと思います。沖縄には、ここ沖縄ラフ＆
ピース専門学校や吉本興業沖縄事務所、今は休
業していますが沖縄花月の３つの拠点があり、
他の都道府県にはない発信力を持っています。
ちなみに、まだ大々的に公表していませんが離
島に次の学校を立ち上げる計画もあります。最
初にお話ししたように沖縄をエンターテインメ
ント総合ハブとしてさらに発展させたいと考え
ています。

正攻法に勝るものなし

私は吉本興業の会長から声がかかって、今こ
の仕事をしていますが、それまでは全国にある
様々な少年院で働いていました。その中の浪速
少年院というところで働いていた時に、「非行
少年たちはコミュニケーション能力が不足して
いる。だから人の話を聞かないし、人に伝える
ことが出来ない。そして結局失敗して非行に走
る。話芸のプロである吉本の芸人に講師に来て
もらったら勉強になるのではないか。」と当時
の同僚が、会長と同じ高校の出身だった私にし
つこく言うので、面識もないまま連絡を取った
ら快く引き受けてくれたのが始まりです。そし
て、講師に中田カウス師匠を連れてきてくれた
のですが、師匠が90分間話すのをいつも反抗的
な少年たちが微動だにせず聞き入る姿を見てエ
ンターテインメントの力を強く感じました。そ
の後、体調の問題もあり、その仕事を退職する
際に会長からお声掛けいただいて今に至ります。
ずっと人間相手の仕事をしてきて、嘘やご機

嫌取りは通じないことは分かりましたので、正
攻法で正面から向き合うことを大切にしていま
す。例えば、生徒に歌や演奏の感想を聞かれる
ことがあるのですが、「無理だろうな、売れな
いな」と思ったら「ええんちゃうか」とは絶対
に言いません。この場合の正攻法は、学んだこ
とを注入させて、考えさせることだと思ってい
ます。授業で発声練習やボイストレーニングも
させているわけですから、勉強したことを活か
しなさいと。自分の思ったことと生徒に必要な
ことをありのままに伝えています。
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沖縄県内市町村における住宅着工の動向分析

［分析概要］
▪国土交通省より毎月発表される「建築着工統計調査」は、建築物の着工動態を明らかにするものであ
り、基幹統計として国及び地方公共団体等の施策や動態分析の基礎資料として広く用いられている。
▪一方、2020年4月分からは調査計画の変更に伴い、一部データについて “市区町村別の集計結果
の公表とりやめ” となったことから、これまで得られていた市区町村における住宅着工動態の詳細
な把握が困難となった。
▪そこで（株）おきぎん経済研究所では、（独）統計センターによる統計調査の「オーダーメード集計」
を利用し、非公表とされる一部データ（2020年度における市区町村ごとの住宅着工戸数等）につ
いて入手し分析を行った。
▪入手データを広く社会に還元することにより、各地方公共団体や関連事業者・団体等の参考の一助
としたい。

１．県内市町村における新設住宅着工戸数の動向

おきぎん経済研究所　研究員　與那覇　徹也
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沖縄県内の新設住宅着工戸数（年度計）は、2017年度をピークに４年連続の減少となっており、
2021年度は9,315戸（前年度比9.9％減）と、1973年の統計開始以来最も低い水準となった。１万戸
を下回ったのは、2007年度以来２度目であり、その要因については、新型コロナウィルス感染症の感
染拡大に伴う景気悪化の影響や建築費高騰などが推察される。
2021年度の着工戸数を市部別にみると、宮古島市において479戸の減少、次いで那覇市で261戸の
減少となっている。一方、沖縄市では222戸の増加、うるま市では123戸の増加となっている（前頁表
参照）。
郡部については、前述のとおり2020年度からの着工戸数が非公開となっており、各町村における数
値の把握が困難となっている。そこで今回、（独）統計センターの「オーダーメード集計」によって得た
2020年度の地域別のデータをみてみると、郡部のうち平均的に着工戸数が多い南風原町や読谷村、北
谷町などをはじめ多くの地域で減少の動きがみられる。また、2020年度の前年比でみると、特に本部
町において減少幅が大きいことが分かる（423戸→83戸：340戸の減少）。
2021年度の郡部については、合計で前年度比142戸の減少となっているが、その内訳については、
本レポート作成時点においては非公開となっている。データを得るには今回と同様「オーダーメード集
計」等の統計データの二次利用制度などを活用する必要があるものの、その提供開始時期は2022年度
内の予定となっている。
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２．利用関係別にみる新設住宅着工戸数の動向
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住宅着工の動向を利用関係別にみてみると、貸家の減少が大きく影響していることが分かる。貸家に
ついては、５年前の2016年度で11,389戸であったのに対し、2021年度には65.1％減の3,967戸と
なっている。那覇市や中部圏域の減少幅が大きく、2021年度の市部計は2016年度比で6,094戸の減
少、郡部計は1,328戸の減少となっている。
持家については、2020年度に2,329戸と前年度より大きく減少したものの、2021年度には、2,897
戸とコロナ禍以前の水準に持ち直している。2021年度については、うるま市（259戸→340戸）や沖
縄市（178戸→252戸）をはじめ、多くの市部で前年度を上回っていることが特徴的である。
給与住宅については、全体に占めるウェイトが小さいものの、宮古島市や石垣市などにおいて年度に
よっては100戸を超える着工の動きがみられる。
分譲住宅については、2019年度まで増加傾向にあったが2020年度に減少、2021年度においても前
年度は上回ったものの、コロナ禍以前の水準には至っていない。2021年度については、浦添市（186
戸→141戸）や糸満市（128戸→89戸）、豊見城市（83戸→44戸）といった南部圏域の減少がみられ
た一方で、沖縄市で180戸の増加、名護市で132戸の増加と、地域によって異なった動きがみられる。
郡部については、2021年度において持家のみが前年度を上回っていることが分かる。町村別内訳に
ついては前述のとおり非公開となっているため、今回、「オーダーメード集計」によって得た郡部デー
タから2020年度の動きをみてみると、給与住宅については恩納村（０戸→94戸）、分譲住宅について
は八重瀬町（67戸→153戸）や北谷町（114戸→177戸）などで増加しており、2021年度については、
これら地域の反動減の可能性も挙げられる。
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３．構造別にみる新設住宅着工戸数の動向
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住宅着工の動向を構造別にみてみると、鉄筋コンクリート造の減少が大きく影響していることが分か
る。鉄筋コンクリート造については、５年前の2016年度で14,384戸であったのに対し、2021年度に
は52.5％減の6,836戸となっている。コンクリートブロック造なども同様に減少傾向にあるが、その
一方で木造については、2021年度で前年度比5.1％増の1,779戸となっており、2019年度時点の水準
は下回ったものの堅調な動きがみられる。
構造別については、市町村別の着工戸数が非公開となっていることから、2021年度については県計
のみを表示した。今回データの得られた2020年度の数値をみると、各圏域において減少の動きがみら
れるのに対し、南部圏域の木造着工が増加している点が特徴的である。
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４．木造住宅着工の動向
全体として着工戸数が減少傾向にある一方で、堅調な動きがみられる木造住宅についてみてみると、
2021年度の全体に占める割合は19.1％と、統計開始以来最も高い水準となっている。また、これまで
木造の多くは持家に採用されていたが、近年は木造の分譲住宅が増加しており、木造に占める割合は
2018年時点で分譲住宅が持家を上回っている状況にあることが分かる。
今回、データが得られた2020年度以前の直近５年間の着工戸数を市町村別にみると、うるま市が最
も多く868戸、次いで宮古島市が751戸、沖縄市が630戸となっている。うるま市や沖縄市などでは、
木造の多くが持家や分譲住宅に採用されているが、宮古島市については木造に占める貸家着工が641戸
（木造全体の約85％）となっており他の市町村とは異なった傾向がみられる。
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５．総括
本レポートについては、「建築着工統計調査」（国土交通省）において“市区町村別の集計結果の公表
とりやめ”となったことを受け、統計データの二次利用制度を活用することにより当該データの補完を
試みるとともに、これにより得られたデータを含めて直近の住宅着工の動向を概観したものである。
本分析における主なファインディングスは以下のとおりである。
○沖縄県内の新設住宅着工戸数は2017年度をピークに４年連続の減少となっており、2021年度
は9,315戸と、統計開始以来最も低い水準となっている。
○直近５年の減少傾向については、市部における貸家の減少が大きく影響している。
○構造別では、鉄筋コンクリート造の減少が大きく影響している
○全体として着工戸数が減少傾向にある一方で、木造住宅については堅調な動きがみられる。
○2021年度の全体に占める木造の割合は19.1％と、統計開始以来最も高い水準となっており、近
年は木造の分譲住宅が増加傾向にある。
○今回、「オーダーメード集計」によって得られた2020年度のデータからは、郡部における住宅
着工の動向ならびに市町村ごとに構造別の動向を確認することが可能となった。

（おわりに）
本レポートに関連する基礎データ（2020年度）ならびに各市町村の利用関係別時系列データを『（株）
おきぎん経済研究所』のホームページで掲載しております。ご興味のある方はぜひご覧ください。

•リリース版（参考データ含む）
https://www.okigin-ei.co.jp/file/other/report_2022.05.25_AnalysisOfTrendsInHousingStar
tsInOkinawaPrefecture.pdf



コロナ禍で消費に回せず

（2022年４月10日掲載）

沖縄県が発表した家計調査によると、2021年平
均の２人以上の世帯のうち勤労者世帯における平均
消費性向は68.5％となっています。これは簡単に
言えば、家計の収入のうち68.5％は消費に回り、
残りは貯蓄等に回っているということになります。
本数値は世帯の消費意欲を示す指標として用いら
れますが、直近の推移では19年に78.8％でしたが、
20年には66.3％と10％以上低下したことが分かり
ます。この傾向は全国も同様で、20年の全国値は
61.3％で前年比6.6％減となっています。
平均消費性向については、実収入のうちの可処分
所得（社会保険料や税金などを引いたいわゆる手取
り収入）を分母としており、沖縄におけるこの可処
分所得は19年で31万８千円、20年は34万１千円、
21年には37万円と、増加傾向にあります。一方、
分子となる消費支出額ですが、19年で25万１千円、
20年は22万６千円、21年には25万３千円となっ
ており、20年は低下したものの21年は19年と同程
度の水準となっています。
近年の家計の特徴として、沖縄県ならびに総務省
統計局では、新型コロナウイルス感染症の影響によ
る外出自粛、営業自粛などによる消費の減少や、特
別定額給付金や子育て世帯への臨時特別給付金の支
給などにより所得が増加していることを挙げていま
す。これらを踏まえると平均消費性向の低下から
は、給付金等により所得が増えた一方で先行きの不
透明感などから増加分を消費に回すことができてい
ない現状が推察されます。

（おきぎん経済研究所　研究員　與那覇　徹也）

社会変化見据え　新たなスキル

（2022年４月３日掲載）

コロナ禍により、社会には多くの変化がありまし
た。働き方もその一つです。企業によるテレワーク
導入や、DX推進が加速しました。その中で、業務
を行う上で新たなタイプの人材が必要になった企業
や、新たなスキルが必要になったという従業員の方
もいらっしゃるかと思われます。
「リスキリング」という言葉をご存じでしょうか。
経済産業省は「新しい職業に就くために、あるい
は、今の職業で必要とされるスキルの大幅な変化に
適応するために、必要なスキルを獲得する／させる
こと」と定義しており、特に今後必要性が高まるで
あろう	DX	人材の確保の場面で多く用いられてい
ます。
これまでのOJTやリカレント教育との大きな違
いは従業員が「今は社内にない（やる人がいない）」
業務を習得する点にあります。また、定義内で「す
る／させる」という表現がなされているように、従
業員個人が社内での新たな業務対応や転職のために
主体的にリスキリングを行うケースと、企業が従業
員に新たな業務を任せるためにリスキリングをさせ
るケースがあります。
しかし、日本ではリスキリングをさせている企業
は少ないのが現状です。人材サービス業のビズリー
チが企業向けに行ったアンケートでは、従業員にリ
スキリングをさせている企業は全体の２割未満で
す。今後はDX化をはじめとする企業主導のリスキ
リングの進展に期待すると同時に、個々の従業員が
自身の今後のキャリアと社会の変化を見据え、新た
なスキル獲得のためのリスキリングを主体的に進め
ることにも期待したいです。

（おきぎん経済研究所　研究員　小嶺　貴史）

家計の消費性向の推移「リスキリング」
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ニーズ発掘や支援強化のヒントに

（2022年４月24日掲載）

質重視や富裕層向けで回復

（2022年４月17日掲載）

沖縄県のリーディング産業である観光業は、コロ
ナ禍が長期化しており宿泊施設の客室稼働率が大き
く低下しています。一方、弊社にて調査しているシ
ティホテルとリゾートホテルの客室単価（平均値）
は図のように推移しています。特徴としては、夏場
の旅行シーズンに客室単価が上昇しています。
2022年２月においては、オミクロン株の感染拡大
とまん延防止等重点措置適用による需要減少で、客
室単価も低下しています。
全体としては、22年１月の客室単価が２年前（コ
ロナ拡大前）を上回るなど、回復基調にあります。
客室単価が回復基調にある要因として、２点考えら
れます。
１点目は、「量から質への転換」です。客室の改
装やサービス強化などにより付加価値を上げ、質を
重視する動きが見られます。ホテル事業は固定費が
大きく変動費が小さい特徴があり、値下げ効果が出
やすい側面があります。これは、宿泊に特化するほ
ど表れます。しかし価格競争は限界があり、質を重
視する取り組みも必要です。
２点目は、富裕層向けホテルの影響（相乗効果）
です。客室単価が水準以上の県外・海外資本のホテ
ルが進出しています。牽引（けんいん）されるよう
に、質の向上と並行し適切な価格設定に取り組んで
いるように見られます。
コロナの影響が長期化していますが観光客はホテ
ルや観光地だけの利用にとどまりません。交通機関
を利用し、飲食し、県産品のお土産を購入するなど
多くの産業に寄与するため一刻も早い観光産業の回
復が望まれます。

（おきぎん経済研究所　研究員　新垣　富宏）

このところ企業を取り巻く環境は、ヒト・モノの
往来等を含めて持ち直しの兆しがみられたものの、
足下で資源価格等の高止まりが継続するなど、逆風
が吹き始めています。
企業動向については、おきぎん企業動向調査によ
る景況感の把握に加え、定例的なテーマや旬なト
ピックスを盛り込んだスポット調査を実施していま
す。直近のテーマとして2021年７〜９月期に「IT
化に向けた取組」、10〜12月期に「人材確保の取
組」、22年１〜３月に「賃金動向に関する取組」等
があり、双方を横断して集計することで新たな視点
での企業動向が整理できます。
例えば「IT化の取組×業況感」でクロスさせる
と、産業全体の業況DIがマイナス8.5に対し、IT化
への意識・関心の高い企業群（ITを活用した業務効
率化・生産性向上に取り組む）ではDIがプラス1.9
を示しています。また「人材確保」では全体がプラ
ス22.9に対し、人材不足する企業群（事業に必要
な人材が不足）がプラス37.6、「賃金動向」では全
体がプラス1.6に対し、賃金引き上げを予定する企
業群でプラス31.6となっています。
総じて、厳しい環境下でも経済活動を活発化させ
る企業群の存在と相対的な業況感の良さがみられま
す。今回は試行的にデータを横断させたため双方の
因果関係等を含む詳細な結論に至っていませんが、
今後は企業行動を個別に深掘りしながら他の情報等
も掛け合わせることで、企業ニーズの発掘や支援強
化に向けたヒントが得られるはずです。

（おきぎん経済研究所　研究員　當銘　栄一）

調査のクロスで動向把握ホテル客室単価の推移
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